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◆社会人基礎力に関する緊急調査　　4月18日（経済産業省） 

　・9割以上の企業が、新卒社員の採用プロセスや入社後の人材育成において「社会人基礎力」を重視しており、特に「主

体性」や「実行力」を求めている企業が多い。 

◆企業行動に関するアンケート調査～平成17年度～　　4月25日（内閣府）  

　・雇用者数の変化は、過去3年間では年度平均0.3％増、今後3年間では同1.9％増の見通し。 

◆外資系企業動向調査～2004年度実績～　　4月27日（経済産業省） 

  ・2004年度の常時従業者数は43.1万人で、前年度比0.9％の減少（前年・当年とも提出企業での比較：同5.0％増）。

非製造業は増加し、製造業も実質増加となっている。 

◆一般職業紹介状況（平成17年度平均）　　4月28日（厚生労働省） 

  ・平成17年度の有効求人倍率は、0.98倍で前年度を0.12ポイント上回った。 

◆消費者物価指数（平成17年度平均）　　4月28日（総務省） 

  ・平成17年度の消費者物価指数は前年度比0.1％の下落と、平成11年度以降7年連続で下落。 

◆我が国のこどもの数－「こどもの日」にちなんで－　　5月4日（総務省） 

  ・平成18年4月1日現在のこどもの数（15歳未満人口）は1747万人、総人口の13.7％で過去最低。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

4月11日～5月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

労働力調査（平成17年度平均）　　4月28日（総務省） 

～年齢階級別にみた完全失業率～ 
　平成17年度では、完全失業率は前年度比0.3ポイント低下の4.3％で、3年連続の低下となっている。男女別には、
男性4.5％、女性4.1％と前年度に比べ、男性は0.3ポイントの低下、女性は0.2ポイントの低下となっている。 
　年齢階級別の完全失業率については、15～24歳は8.5％となっており、特に男性では9.6％と高くなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（情報解析課　上村聡子） 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の女性雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 

5.0 

9.2 

-2.4 

-5.3 

-4.7 

-9.0 

-9.2 

-7.5 

2.0 

-4.2 

-8.3 

1.6 

-1.4 

2.7 

-4.4 

-7.6 

-3.0 

3.3 

-1.8 

 

4.2 

-3.1 

12.4 

17.1 

10.6 

12.0 

11.2 

11.2 

14.6 

12.5 

10.8 

11.4 

9.6 

8.7 

6.0 

6.3 

7.6 

10.0 

7.6 

 

1.5 

0.6 

12.0 

13.7 

8.4 

11.6 

7.7 

6.1 

15.5 

11.1 

6.0 

13.7 

7.8 

4.4 

3.9 

5.7 

6.9 

10.7 

2.6 

 

0.59 

0.54 

0.64 

0.83 

0.95 

0.91 

0.90 

0.93 

0.95 

0.96 

0.97 

0.97 

0.97 

0.98 

0.99 

1.03 

1.03 

1.04 

1.01

1.01 

0.93 

1.07 

1.29 

1.46 

1.43 

1.36 

1.42 

1.46 

1.51 

1.48 

1.49 

1.48 

1.48 

1.53 

1.55 

1.56 

1.53 

1.45

3.5 

6.6 

6.2 

5.7 

0.6 

1.7 

1.8 

-0.5 

0.1 

0.0 

0.8 

0.6 

0.5 

0.4 

0.6 

-0.6 

1.0 

0.9 

0.3p 

 

-0.4 

-0.7 

-0.4 

0.6 

0.5 

0.6 

0.5 

0.4 

0.5 

0.6 

0.5 

0.5 

0.5 

0.6 

0.5 

0.5 

0.4 

0.5 

0.6p 

 

-2.9 

-4.6 

-2.2 

-0.7 

0.4 

0.1 

0.1 

0.3 

0.7 

0.6 

0.4 

0.4 

0.2 

0.4 

0.4 

0.6 

0.6 

0.8 

0.8p 

 

-1.3 

-2.5 

-2.3 

-1.0 

0.5 

0.2 

0.2 

0.8 

0.9 

0.9 

0.4 

0.5 

0.5 

0.8 

0.4 

0.9 

0.3 

0.4 

0.6p 

 

1,534,182 

1,486,484 

1,670,065 

1,956,329 

2,163,164 

2,107,621 

2,318,151 

2,243,139 

2,102,680 

2,083,286 

2,056,859 

2,136,331 

2,215,738 

2,269,764 

2,261,061 

2,118,800 

2,199,430 

2,319,197 

2,494,902

新規求人数 月間有効求人数 

前年比 前年比 

有効求人 
倍率 

新規求人 
倍率 

常用雇用(前年比） 

季調値 季調値 製造業 
 

一般労働者 
（前年比） 

パートタイム 
労働者 

2001年 

02　 

03　 

04　 

05　 

05年　月 2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12

06年　月 1 

2 

3

2001年 

02　 

03　 

04　 

05　 

05年　月 2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12

06年　月 1 

2 

3



％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

万人 万人 万人 万人 万人 ％ ％ ％ ％ 

42

最近の統計調査より 

Business Labor Trend  2006.6

現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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ＩＴ技術者に関する統計 その2今月のキーワード解説 

　前回は、ＩＴ技術者に関する雇用面を中心とした統計を紹介しましたが、今回は、賃金を中心とした統
計を紹介したいと思います。 
 
　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 
　賃金構造基本統計調査は、主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を労働者の雇用形態、
就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数別に明らかにすることを目的として、毎年、６月分の賃金等（た
だし、賞与は前年のもの）について７月に調査が行われています。ＩＴ関連の産業としては、情報サービ
ス業の調査結果を得ることができます。また、ＩＴ技術者関連の職種としては、システム・エンジニア、
プログラマ、電子計算機オペレーターについて調査されており、2005年調査の結果によると、システム・
エンジニアの賃金は約37万８千円、プログラマーは約30万１千円、電子計算機オペレーターは約24万９千
円となっています（いずれも、きまって支給する現金給与額。表１参照）。 
 
　厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
　毎月勤労統計調査は、主要産業に雇用される労働者について、賃金、労働時間、雇用の変動を迅速かつ
的確に把握することを目的として毎月実施されています。 
　ＩＴ関連の産業としては、情報サービス業とその小分類であるソフトウェア業についての調査結果を得
ることができ、2006年3月調査の結果によると、情報サービス業の現金給与総額約38万5千円、総実労働時
間171時間、ソフトウェア業の現金給与総額約39万9千円、総実労働時間176時間となっています（常用労働
者一人当たりの値。表２参照）。 
 
　厚生労働省「2002年産業労働事情調査（サービス業就業実態調査）」 
　産業労働事情調査は、産業・経済・社会の変化とそれに対応する企業の経営状況とそれに伴って生じる
労働面への影響を迅速かつ的確に把握することを目的として、毎年テーマを変えて実施されていました（2003
年調査をもって廃止）。2002年にサービス業の成長業種について調査され、情報関連としては、ソフトウ
ェア業や情報処理サービス業が対象となり、雇用面の実態や今後の労働面の課題と対策に関する事項が調
査されました。調査結果をみると、事業所の人件費、労働者の賃金や福利厚生制度について、事業所数割
合ではありますが、データを得ることができます。事業所における売上高全体に占める人件費割合の変動
をみると、「３年前と比べて」「１年後（展望）」いずれにおいても、「おおむね変わらない」が高い結果
（46.9％、62.3％）となっております。 
 
　経済産業省「特定サービス産業実態調
査」（情報サービス業編） 
　この調査は、前号に紹介しております
が、調査項目の一つに営業費用があり、
その内訳として、給与支給総額が調査さ
れています。2004年調査結果によると、
情報サービス業務の年間営業費用におけ
る給与支給総額の占める割合は26.3％と
なっています。 
 
　経済産業省「情報処理実態調査」 
　この調査も前号に紹介しているもので
すが、調査対象企業のサービス関連費用
の内訳として、一般社員の教育・訓練等
費用、情報処理要員の教育・訓練等費用、
外部派遣要員人件費が調査されています。
2004年調査結果によると、サービス関連
費用における一般社員の教育・訓練等費
用、情報処理要員の教育・訓練等費用の
占める割合は、それぞれ1.2％、0.4％と
なっています。 
 
（情報解析課長　秋山　恵一） 


